諫早市地域自立支援協議会の設置及び運営に関する要綱
（設置）

第１条　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成２５年４月１日施行）第８９条の３第２項に関する協議を行うため、諫早市地域自立支援協議会（以下「協議会」という。）を設置する。
（所掌事務）

第2条 　協議会は、次に掲げる事項を所掌する。
　(1)　地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議に関すること。
　(2)　障害者の生活を支える地域の社会資源の開発及び改善に関すること。
　(3)　困難事例への対応のあり方に係る協議、調整に関すること。

(4)　その他必要と認められる事項
（組織）

第３条　協議会は、委員１５人以内で組織する。

２　委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

　(1)　相談支援事業に従事する者
　(2)　障害福祉サービス事業に従事する者
　(3)　保健・医療事業に従事する者
　(4)　教育に従事する者
　(5)　就労事業に従事する者

　(6)　障害福祉団体に属する者

  (7)　公共的団体に属する者

  (8)　行政機関に属する者

（任期）

第４条　委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
２　委員は、再任されることができる。

（会長）

第5条 協議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。

２　会長は、協議会を代表し、会務を総理する。
３　会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。
（会議）
第６条　協議会は、会長が招集する。

２　協議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。

３　協議会の議事は、出席委員の過半数によって決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。
（庶務）

第７条　協議会の庶務は、こども福祉部障害福祉課において処理する。

（委任）

第８条　この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。

　　　附　則

　この要綱は、平成２０年８月１日から施行する。
　この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。
　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
